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令和７年度市川市脱炭素先行地域づくり支援業務委託公募型プロポーザル実施要領 

  

  

１ 趣旨  

この要領は、市川市脱炭素先行地域づくり支援業務委託の受託事業者を選考するために実施する公募型

プロポーザルに必要な事項を定めるものである。  

  
２ 業務概要  

（１） 件名  

  令和７年度市川市脱炭素先行地域づくり支援業務委託 

（２） 業務内容  

別添「仕様書」のとおり  

（３） 履行期間  

契約締結日から令和８年３月２５日まで 

  
３ 提案（見積額）上限額  

２０，４８２，０００円（消費税及び地方消費税相当額を含む）  

    

４ 選考スケジュール  

項目  日程  

プロポーザル公告  令和７年９月２４日（水）  

参加申込及び質問受付 令和７年９月３０日（火）午後３時まで  

質問回答 令和７年１０月３日（金）予定 

参加資格審査結果通知 

企画提案書類の受付 
令和７年１０月６日（月）  

企画提案書類の提出期限  令和７年１０月２１日（火）正午まで  

審査（プレゼンテーション）  令和７年１０月２７日（月） 予定 

審査結果通知 令和７年１０月２９日（水）予定  

契約締結  令和７年１１月 ４日（火）予定  
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５ 参加手続き 

（１）提出書類  

① 参加申込書（様式第１号） 

② 誓約書・委任状（様式第２号） 

③ 会社概要（様式第３号） 

④ 地方自治体において実施した脱炭素先行地域に係る運用支援業務の契約書の写し 

⑤ 業務実施責任者として配置する予定の者の業務実績を客観的に証する書類の写し 

（地域の脱炭素化推進業務等類似案件の契約書及び業務責任者通知書等） 

⑥ 市川市入札参加業者適格者名簿に登録していない者にあっては以下の書類を提出すること。 

・履歴事項全部証明書 

・印鑑証明書 

・使用印鑑届兼委任状（様式第４号） 

・未納の税額がないことの証明として、次に掲載するもののうち該当する納税証明書 

ア 市内に事業所がある法人の場合  

    ・市税【法人市民税の納税証明書】（直近２年） 

・市税【固定資産税の納税証明書】（直近２年） 

    ・国税【法人税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書（その３の３）】  

イ 上記アに該当しない法人の場合  

・国税【法人税及び消費税の納税証明書（その３の３）】  

（２）提出期間  

令和７年９月２４日（水）から令和７年９月３０日（火）まで  

受付時間は開庁日の午前９時から午後５時まで（ただし、 最終日のみ午後３時まで）  

（３）担当課      市川市 市長公室 カーボンニュートラル推進課   

      （所在地） 市川市八幡１丁目１番１号 市川市役所 第１庁舎４階  

      （電 話） ０４７－７１２－８６３４  

（４）提出方法  上記、担当課に持参による提出のみとする。 提出にあたっては、事前に提出日時等

を担当課に連絡すること。 

（５）質問について  

       参加申込提出書類に関して、質問がある場合は、原則として以下の①から④の内容に従い、 

質問を行うこと。     

① 提出書類       参加申込に係る質問書（様式第５号）     
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② 提出期間       令和７年９月２４日（火）から令和７年９月３０日（火）の午後３時まで 

③ 提出方法    市指定の質問書に質問内容を記入のうえ、５（３）の担当課宛てに電子メー

ルにて提出すること。提出が確認された場合は提出に対しての受領の電子メ

ールを送信する。受領の電子メールがない場合は、質問書が提出されていな

いものとして取り扱うものとする。質問書は市川市ホームページからダウン

ロードすること。  

                 提出先電子メールアドレス：carbon@city.ichikawa.lg.jp      

④ 回答方法       令和７年１０月３日（金）を目途に、質問者を伏せた上で、質問に対する 

回答をメールにて企画提案書の提出意思のある者全員に送付するものとし、

口頭による個別対応は行わない。また、回答に対する再質問は行わない。 

  

６ 参加資格の審査結果の通知  

参加申込みをした者の参加資格を審査し、審査結果を参加申込者全員に対して、参加資格審査結果通知

書を電子メールにて通知する。参加資格を満たしていないと判断された者に対しては、その理由を付し

て通知する。なお、審査結果通知に記載された内容以外の質問には回答しない。また、審査内容は非公

表とする。  

  

７ 企画提案書等の提出  

参加資格審査結果の通知により参加資格を満たした者は、下記のとおり企画提案書及び提案価格見積書

を提出すること。 

（１）提出書類  

① 企画提案書（任意様式） 

 ※企画提案書は、「８ 企画提案書記載要領」に基づき作成すること 

② 提案価格見積書（任意様式） 

（２）提出部数    

紙媒体の提出部数は１２部とし、正本１部・副本１部に代表者印を押印し、残り１０部について

は社名等の会社が特定される記載はせず、代表者印も押印しないこと。また、電子ファイル１部

（CD-ROM、DVD-ROM等）を併せて提出するものとする。 

（３）提出期間  

令和７年１０月６日（月）から令和７年１０月２１日（火）  

受付時間は開庁日の午前９時から午後５時まで（ただし、 最終日のみ正午まで）  
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（４）提出方法  

       担当課に持参もしくは郵送（配達証明付き郵便・締切必着）とする。 

持参する場合は、事前に提出日時等を担当課に連絡すること。 

８ 企画提案書記載要領  

提案書の記載に関しては、別添「仕様書」に記載した業務目的や業務内容を踏まえ、別紙「令和７年度

市川市脱炭素先行地域づくり支援業務委託公募型プロポーザル選考基準」（以下、「選考基準」という。）

に示す各評価項目に配慮し、わかりやすく簡潔に記載すること。また、企画提案書については、任意様式

（Ａ４サイズ・デザイン等自由）により作成し、提出すること。  

    提案価格見積書（任意様式）  

① 見積書は任意様式とし、代表者印の押印又は本件責任者氏名・連絡先及び担当者氏名・連絡先 

を記載すること。  

② 提案（見積額）限度額の範囲内で、提案者の提案を実現するために必要な経費をすべて含む参 

考見積書を作成すること。  

③ 可能な限り項目別に示すこと。  

  

９ 企画提案審査  

（１）受託事業者選考委員会の設置  

適正な審査を実施するため、受託事業者選考委員会を設置し、企画提案に係る審査及び評価を

実施し、本業務の履行に最も適した候補者を選考する。  

（２）企画提案審査    

① 令和７年１０月２７日（月）頃  

      ※正式な日時や集合場所等は参加資格審査結果通知書にて通知する。  

      ② プレゼンテーション及び質疑応答        

・出席者は３名以内とし、本業務の担当者１名以上は必ず出席すること。 

・説明は２０分以内、質疑応答は１５分程度とする。  

・留意事項  

(ｱ) 審査は全て非公開にて行う。  

(ｲ) プレゼンテーションは、事前に提出した企画提案書の内容による他、パワーポイント

等を用いて実施することを許可するが、追加提案や追加資料の配布は認めない。  

(ｳ) プロジェクターやスクリーン等については市において用意するが、パソコンは参加事

業者が用意すること。  

(ｴ) 持ち込んだ機材が正常に作動しない場合や、故障などによる使用制限が発生した場合

の対応を想定しておくこと。  
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（３） 審査方法  

参加資格が確認された者から提出された企画提案書類、プレゼンテーション及びヒアリングに

ついて、別紙「選考基準」に基づいて審査員が評価・採点し、優先交渉権者は次のとおり選考す

る。  

ア 各審査員が企画提案書等の内容を評価・採点し、全審査員の合計点数により順位を決定

する。  

イ 全審査員の合計点数が最も高い提案者を第一優先交渉権者とし、合計点数が２番目に高

い提案者を次席優先交渉権者とする。  

ウ 合計点数の最も高い提案者が２者以上あった場合は当該提案者の中から審査員の合議に

よって、第一優先交渉権者及び次席優先交渉権者を選考する。  

エ 評価の結果、合計点数が満点の５割以上を満たす提案者がいない場合は、優先交渉権者

を選考しない。  

（４） 選考基準  

別紙「選考基準」を参照のこと。  

  

１０ 審査結果  

（１） 審査結果の通知  

審査の結果は、令和７年１０月２９日（水）までに全応募者に対し文書にて発送する。なお、審

査結果通知に記載された内容以外の質問には回答しない。また、審査内容は非公表とする。  

（２） 契約及び公表  

ア 第一優先交渉権者との契約  

第一優先交渉権者は、企画提案書の内容に基づき、本市と委託事業の詳細な内容について

協議を実施し合意に至った場合は、市川市財務規則、その他の法令規則等に従い、予算の範

囲内において随意契約により契約を締結する。（企画提案内容をそのまま委託するとは限らな

い） 

なお、何らかの事由により契約の締結に至らなかった場合、市は次席優先交渉権者と協議

し、契約交渉を行うこととする。  

イ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上とする。ただし、市川市財務規則第１１７条第３項のいず

れかに該当する場合は、契約保証金の全部又は一部の納付を免除することができる。  

ウ 審査結果の公表   

市川市公式 Webサイトに掲載するものとする。  
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 １１ 失格事項  

次の各号いずれかに該当する場合は、失格とする。  

（１）提出書類に虚偽の記載があった場合  

（２）審査の公平性を害する行為があった場合  

（３）提出された価格見積書の見積額が上限金額を超えている場合  

（４）プレゼンテーションに出席しなかった場合  

（５）契約締結日までに参加資格要件を欠く事態が生じた場合  

（６）その他、審査委員会が適当でないと判断した場合  

  

１２ 無効となる提出書類について  

   次の各号いずれかに該当する場合は、無効とする。  

（１）提出方法、提出先及び提出期限に適合しないもの  

（２）記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの  

（３）必要な提出書類が揃っていないもの  

（４）記載要領に定める様式及び内容に適合しないもの  

（５）虚偽の内容が記載されているもの  

  

１３ その他  

（１） 本プロポーザル参加に要する全ての費用は、提案者の負担とする。  

（２） 参加申込書及び企画提案書の提出は、１者につき１案とする。  

（３） 提出書類は、提出期限以降の差し替え及び再提出は認めない。  

（４） 提出された全ての書類は原則返却しない。  

（５） 本プロポーザルにて知り得た情報については、目的外の使用を固く禁止する。  

（６） 参加申込書の提出後に参加を辞退する場合は、速やかに事務局へ連絡すること。  

（７） 事業計画の中止等により発生した損害等について、本市は一切責任を負わないものとする。  

（８） 企画提案書等の著作権は提案者に帰属する。ただし、本市がプロポーザルの評価及び議会等で

必要と判断した場合は、企画提案書等の使用、複製及び公開を無断及び無償で行うこととす

る。  

（９） 業務の実施に関し必要な事項は、委託者と協議して決定するものとする。  

  

１４ 事務局（問合せ先）  

  〒２７２—８５０１ 千葉県市川市八幡１丁目１番１号 市川市役所 第１庁舎４階  

市川市 市長公室 カーボンニュートラル推進課    電話：０４７－７１２－８６３４  

      メールアドレス：carbon＠city.ichikawa.lg.jp   
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（別紙） 

令和７年度市川市脱炭素先行地域づくり支援業務委託 

公募型プロポーザル選考基準 

  

この選考基準は、市川市脱炭素先行地域づくり支援業務委託の公募型プロポーザルを実施するにあ

たり、市が設置する受託事業者選考委員会における選考（審査）基準等を定めるものである。（配点は

全体で１００点満点とする）  

  

評 価 項 目  評 価 の 着 目 点 

業務体制・実績 
支援内容を実行できる人員体制は十分か。 

業務責任者は業務に関する豊富な経験や実績を有しているか。 

実務担当者は本事業を確実に履行するのに必要な経験及びノウハウを有するか。 

企画提案 
提案内容が、本事業趣旨に沿った効果的で実効性のある内容となっているか。 

全体スケジュールは妥当であるか。 

適切な進捗管理の手法が示されているか。 

各課題に対し、解決策等の必要なフォローアップ体制は十分なものになっているか。 

会議・委員会等の円滑な運営に必要な支援内容が明確に示されており、的確なもので

あるか。 

講演会、セミナー等の企画内容が効果的で実効性のある内容となっているか。 

また円滑な運営に必要な支援内容が明確に示されており、的確なものであるか。 

本事業の目的を理解し、効果的である啓発資料が具体的に提案されているか。 

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金等に係る進捗状況の管理手法（交付金管理表等）

は適切であるか。 

国に提出が必要となる各種書類・データに対する理解は十分か。 
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その他 
データ収集、推計、集計等について、ヒアリング・アンケート等の実施手法が具体的

に示されているか。 

また精度が高いデータとなるよう工夫が図られているか。 

説明能力及び質問等に対する応対は分かりやすく具体的か 

価格点 
見積りは妥当か（所用経費・算定根拠が示されており、合理的な内容であるか） 

  


